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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　７社
・連結子会社の名称　　　　　　株式会社野村マイクロ・サイエンス コリア

上海野村水処理工程有限公司
野村マイクロ・サイエンス USA Ltd.,Co
アグループラスチック株式会社
上海日村商貿有限公司
野村微科學工程股份有限公司
黔東南州凱創水資源環保科技工程有限公司

②　非連結子会社の状況
該当事項はありません。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数　　　１社
・持分法適用関連会社の名称　　銅仁市栄盛興環保科技工程有限公司

同社は決算日が連結決算日と異なるため、連結決算日現在
で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

②　持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況
該当事項はありません。

⑶　連結の範囲の変更に関する事項
該当事項はありません。

⑷　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、株式会社野村マイクロ・サイエンス コリア、上海野村水処理工程有限公

司、野村マイクロ・サイエンス USA Ltd.,Co、上海日村商貿有限公司および黔東南州凱創水資
源環保科技工程有限公司の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、
これらの会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しており
ます。その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。
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⑸　会計処理基準に関する事項
①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ．有価証券
満期保有目的の債券　　　　償却原価法（定額法）
その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法
ロ．デリバティブ　　　　　　　時価法
ハ．たな卸資産の評価基準および評価方法

・商品、製品および原材料　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
による簿価切下げの方法により算定）

・仕掛品および貯蔵品　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ
る簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産　　　　　　　定率法、一部の連結子会社は定額法

　（リース資産を除く）　　　なお、当社は平成10年４月１日以降に取得した建物（附属
設備を除く）については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
建物及び構築物　　　　２～47年
機械装置及び運搬具　　２～13年
工具、器具及び備品　　２～20年

ロ．無形固定資産　　　　　　　定額法
　（リース資産を除く）　　　ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る見込使用可能期間（５年）に基づく定額法によっており
ます。

ハ．リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法
を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リ
ース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

ニ．長期前払費用　　　　　　　均等償却
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③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　当社および一部の連結子会社は、従業員の賞与の支給に備
えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度負担額を計
上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　当社および一部の連結子会社は、役員に対して支給する賞
与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しており
ます。

ニ．製品保証引当金　　　　　　完了した請負工事に係る瑕疵担保に備えるため、過去の実
績支出割合により計上しております。

ホ．役員退職慰労引当金　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社および一部の
連結子会社は、内規に基づく期末要支給額を計上しており
ます。

ヘ．工事損失引当金　　　　　　受注工事の損失発生に備えるため、当連結会計年度末手持
ち受注工事のうち、翌連結会計年度以降損失発生が見込ま
れ、かつ、金額を合理的に見積ることができる工事につい
て、その損失見込額を計上しております。

ト．損害賠償引当金　　　　　　当社は、損害賠償金の支払に備えるため、当連結会計年度
末における支払い見込額に基づき計上しております。

④　重要な収益および費用の計上基準
・完成工事高および完成工事原価の計上基準
イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
ロ．その他の工事

工事完成基準
⑤　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。

なお、在外子会社等の資産および負債は、在外子会社の仮決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、収益および費用は在外子会社の仮決算の会計期間に基づく期中平均相場により
円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。
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⑥　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法　　　　　為替変動リスクのヘッジについて振当処理の条件を満たし

ている場合には振当処理を、金利スワップについて特例処
理の条件を満たしている場合には特例処理を採用しており
ます。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のと
おりであります。
a．ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…商品輸入による外貨建買入債務
b．ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金
ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　主に当社の内規である「市場リスク管理規程」に基づき､　

金利変動リスク、為替変動リスクをヘッジしております。
ニ．ヘッジ有効性評価の方法　　為替予約取引は、ヘッジ手段とヘッジ対象となる資産・負

債または予定取引の重要な条件が同一であり、ヘッジ開始
時およびその後においても継続して相場変動が完全に相殺
されるものであると想定することができるためヘッジの有
効性の評価は省略しております。また、特例処理の要件を
満たす金利スワップ取引についても有効性の評価を省略し
ております。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る負債の計上

基準
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、
当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務
から年金資産を控除した額を計上しております。
数理計算上の差異および過去勤務費用については、発生年
度に全額費用処理しております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によって
おります。

⑹　のれんの償却に関する事項
５年間の均等償却
ただし、金額が僅少な場合には、発生した連結会計年度に全額償却しております。
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⑺　会計方針の変更
（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給
付会計基準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準
第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度よ
り適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を従業員の平
均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間および支払見込
期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに
従っており、当連結会計年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更
に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

なお、当該変更に伴う当連結会計年度の期首の利益剰余金および当連結会計年度の損益への
影響は軽微であります。

２．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産および担保に係る債務

土 地 21,341千円
建 物 12,291千円
定 期 預 金 20,000千円

計 53,632千円
上記物件は、短期借入金1,500,000千円の担保に供しております。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 2,541,813千円
⑶　当座貸越契約および貸出コミットメントライン契約

当社および連結子会社（アグループラスチック株式会社、株式会社野村マイクロ・サイエン
ス コリア、上海野村水処理工程有限公司、上海日村商貿有限公司）においては、運転資金の効
率的な調達を行うため取引銀行７行と当座貸越契約および貸出コミットメントライン契約を締
結しております。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま
す。

当座貸越極度額および貸出コミットメントラインの総額 7,220,420千円
借入実行総額 3,322,500千円

差引額 3,897,919千円

－ 5 －



⑷　財務制限条項
当社グループの借入金のうち、コミットメントライン契約には以下の財務制限条項が付され

ております。
平成24年２月14日に締結したコミットメントライン契約（借入枠500,000千円、借入実行

額０千円）
①　各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を平成26

年３月期の75％以上に維持すること。
②　各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失と

ならないようにすること。
なお、当連結会計年度末において、連結の損益計算書に示される経常損益が３期連続して

損失となり、上記財務制限条項に抵触しております。

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数
（株）

当連結会計年度増加株式数
（株）

当連結会計年度減少株式数
（株）

当連結会計年度末の株式数
（株）

普 通 株 式 10,152,000 － － 10,152,000

⑵　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数
（株）

当連結会計年度増加株式数
（株）

当連結会計年度減少株式数
（株）

当連結会計年度末の株式数
（株）

普 通 株 式 1,265,035 － － 1,265,035

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

平成26年６月19日開催の第45回定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当の総額 71,095千円
・１株当たり配当額 8円
・基準日 平成26年３月31日
・効力発生日 平成26年６月20日

②　基準日が、当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの

　該当事項はありません。
⑷　当連結会計年度の末日における新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳 新株予約権の目的となる株式の種類 当連結会計年度末株式数

第１回新株予約権 普通株式 122,500株
（注）権利行使期間の初日が到来していないものを除いております。
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４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、水処理装置等の受注に伴う運転資金（主に銀行借入）を調達しておりま

す。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。また、デリバティブは、
後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容およびリスク
営業債権である受取手形および売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、

海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されており
ます。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに
晒されております。

営業債務である支払手形および買掛金は、そのほとんどが３か月以内の支払期日でありま
す。

借入金およびファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に水処理装置の受注に係
る資金調達を目的としたものであります。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを
目的とした為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、
ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、「１.連結計算書類の作成のための基
本となる重要な事項に関する注記等 ⑸ 会計処理基準に関する事項 ⑥ 重要なヘッジ会計の
方法」をご参照ください。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、販売管理規程・債権管理細則に従い、営業債権および貸付金について、取引先
の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日および残高を管理するとともに、
財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社につ
いても、当社の販売管理規程に準じて、同様の管理を行っております。満期保有目的の債
券は、有価証券会計処理細則に従い、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リ
スクは僅少であります。デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融
機関に限定しているため信用リスクはほとんどないと認識しております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利

用しております。また、外貨建買入債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確保
を図る目的で為替予約取引を利用しております。有価証券および投資有価証券については、
定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満期保有目的の債券
以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直し
ております。デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限および取引限度額等を
定めた規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。
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ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとと

もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社におい
ても、同様の方法で管理しており、毎月当社に報告しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれてお
りません（「(注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品」をご参照くだ
さい）。

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

① 現金及び預金 4,517,513 4,517,513 －

② 受取手形および売掛金 4,076,168

貸倒引当金（＊1) △29,579

4,046,589 4,039,929 △6,660

③ 有価証券および投資有価証券 362,010 362,010 －

資産計 8,926,113 8,919,453 △6,660

① 支払手形および買掛金 1,383,897 1,383,897 －

② 短期借入金 3,669,000 3,669,000 －

③ リース債務（流動負債） 18,850 18,901 51

④ 長期未払金 146,605 146,537 △67

⑤ リース債務（固定負債） 16,306 16,291 △14

負債計 5,234,659 5,234,628 △31

デリバティブ取引（＊2) － 95,574 95,574
(＊1)　受取手形および売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。
(＊2)　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
(注)　１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資　産
① 現金及び預金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。
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② 受取手形および売掛金
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間

および信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値により算定しておりま
す。
③ 有価証券および投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。また、保有目
的ごとの有価証券に関する事項については、｢１．連結計算書類の作成のための基本
となる重要な事項に関する注記等 ⑸ 会計処理基準に関する事項 ① 重要な資産の評
価基準および評価方法 イ．有価証券」をご参照ください。
負　債
① 支払手形および買掛金、②短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額によっております。
③ リース債務（流動負債）、⑤ リース債務（固定負債）

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入またはリース取引を行った
場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
④ 長期未払金

これらの時価について、リスクフリーレートで割り引いた現在価値により算定して
おります。
デリバティブ取引

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 114,318

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
ることから、「③ 有価証券および投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
1年以内
（千円）

1年超5年以内
（千円）

5年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 4,517,513 　－ 　－ －

受取手形および売掛金 3,734,947 341,220 　－ －

合計 8,252,461 341,220 　－ －

４．リース債務の連結決算日後の返済予定額
1年超2年以
内（千円）

2年超3年以
内（千円)

3年超4年以
内（千円)

4年超5年以
内（千円)

5年超
（千円)

リース債務
(固定負債) 13,242 865 931 1,003 262
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５．退職給付会計に関する注記
⑴　採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付制度として確定給付企業年金制度を、確
定拠出制度として確定拠出年金制度を採用しております。

なお、一部の連結子会社は、確定給付制度として退職一時金制度を採用しており、簡便法に
より退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

⑵　確定給付制度
① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 763,714千円
会計方針の変更による累積的影響額 △5,737

会計方針の変更を反映した期首残高 757,976
勤務費用 66,252
利息費用 5,265
数理計算上の差異の発生額 11,217
退職給付の支払額 △68,923
その他 5,037

退職給付債務の期末残高 776,826
（注）一部の連結子会社は、退職給付に係る負債の算定にあたり、簡便法を採用しております。
② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高 750,831千円
期待運用収益 14,861
数理計算上の差異の発生額 91,350
事業主からの拠出額 65,153
退職給付の支払額 △62,772

年金資産の期末残高 859,424
③ 退職給付債務および年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負
債および退職給付に係る資産の調整表

積立型制度の退職給付債務 721,180千円
年金資産 △859,424

△138,244
非積立型制度の退職給付債務 55,646
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △82,597

退職給付に係る負債
退職給付に係る資産

55,646
△138,244

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △82,597
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④ 退職給付費用およびその内訳項目の金額
勤務費用 66,252千円
利息費用 5,265
期待運用収益 △14,861
数理計算上の差異の費用処理額 △80,132
過去勤務費用の費用処理額 －
その他 5,037
確定給付制度に係る退職給付費用 △18,439

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「勤務費用」に計上しております。
⑤ 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
過去勤務費用 －千円
数理計算上の差異 －

合　計 －
⑥ 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりでありま
す。

未認識過去勤務費用 －千円
未認識数理計算上の差異 －

合　計 －
⑦ 年金資産に関する事項
イ．年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。
債券 47％
株式 48
現金及び預金 4
その他 1

合　計 100
ロ．長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資産の配分
と、年金資産を構成する多様な資産からの現在および将来期待される長期の収益率を考慮
しております。
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⑧ 数理計算上の計算基礎に関する事項
当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしておりま

す。）
割引率　0.41％
長期期待運用収益率　2.00％
予想昇給率　2.25％

⑶　確定拠出制度
当社および連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、33,186千円であります。

６．資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

⑴　当該資産除去債務の概要
リース資産および不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

⑵　当該資産除去債務の金額の算定方法
リース資産につきましては、リース期間を使用見込期間として、割引率はリスクフリーレー

トを使用、また、不動産賃貸借契約につきましては、直近実績を考慮して原状回復見込み額を
算出し、賃貸借契約期間により償却しております。

⑶　当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 77,643千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 －千円
時の経過による調整額 297千円
資産除去債務の履行による減少額 －千円
その他増減額 (△は減少) －千円
期末残高 77,941千円

７．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

該当事項はありません。
⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項

該当事項はありません。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 804円07銭
⑵　１株当たり当期純損失 110円68銭
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９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10. その他の注記
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 13 －



個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準および評価方法

①　子会社株式および関連会社株式　移動平均法による原価法
②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全
部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法
③　デリバティブ　　　　　　　　　時価法
④　たな卸資産の評価基準および評価方法

・商品、製品および原材料　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下による簿価切下げの方法により算定）

・仕掛品および貯蔵品　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
よる簿価切下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法

（リース資産を除く）　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設
備を除く）については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
建物及び構築物　　　２～47年
機械及び装置　　　　２～13年
工具、器具及び備品　２～20年

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法
（リース資産を除く）　　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る見込使用可能期間（５年）に基づく定額法によってお
ります。

③　リース資産
　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方
法を採用しております。

　・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額
法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

④　長期前払費用　　　　　　　　　均等償却
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⑶　外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。
⑷　引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき
当事業年度負担額を計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見
込額に基づき計上しております。

④　製品保証引当金　　　　　　　　完了した請負工事に係る瑕疵担保に備えるため、過去の
実績支出割合により計上しております。

⑤　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当事業
年度末に発生していると認められる額を計上しておりま
す。

⑥　役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期
末要支給額を計上しております。

⑦　工事損失引当金　　　　　　　　受注工事の損失発生に備えるため、当事業年度末手持ち
受注工事のうち、翌事業年度以降損失発生が見込まれ、
かつ、金額を合理的に見積ることができる工事について、
その損失見込額を計上したものであります。

⑧　損害賠償引当金　　　　　　　　損害賠償金の支払に備えるため、当事業年度末における
支払い見込額に基づき計上しております。

⑸　収益および費用の計上基準
・完成工事高および完成工事原価の計上基準

　イ．当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
　　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
　ロ．その他の工事
　　　工事完成基準
⑹　重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　　特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例
処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段…金利スワップ取引
ヘッジ対象…変動金利借入金

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　　主に当社の内規である「市場リスク管理規程」に基づき、
金利変動リスク、為替変動リスクをヘッジしております。
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④　ヘッジ有効性評価の方法　　　　特例処理の要件を満たす金利スワップは、有効性評価の
記載を省略しております。

⑺　その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理　　　　　　　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。
⑻　会計方針の変更

（退職給付に関する会計基準等の適用）
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給

付会計基準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準
第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当事業年度より適
用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を従業員の平均残
存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間および支払見込期間
ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに
従っており、当事業年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴
う影響額を利益剰余金に加減しております。

なお、当該変更に伴う当事業年度の期首の利益剰余金および当事業年度の損益への影響は軽
微であります。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産および担保に係る債務

土 地 21,341千円
建 物 12,291千円
定 期 預 金 20,000千円

計 53,632千円
上記物件は、短期借入金1,500,000千円の担保に供しております。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 2,129,959千円
⑶　偶発債務

債務保証
次の関係会社等について金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。
株式会社野村マイクロ・サイエンス コリア 643,500千円
上海野村水処理工程有限公司 193,700千円
上海日村商貿有限公司 120,170千円
野村微科學工程股份有限公司 1,078,000千円

計 2,035,370千円
⑷　関係会社に対する金銭債権および金銭債務

①　短期金銭債権 318,706千円
②　短期金銭債務 63,235千円
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⑸　取締役および監査役との間の取引による取締役および監査役に対する金銭債権の総額
該当事項はありません。

⑹　取締役および監査役との間の取引による取締役および監査役に対する金銭債務の総額
該当事項はありません。

⑺　親会社株式の各表示区分別の金額
該当事項はありません。

⑻　当座貸越契約および貸出コミットメントライン契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約および貸出コミッ

トメントライン契約を締結しております。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は
次のとおりであります。

当座貸越極度額および貸出コミットメントラインの総額 5,900,000千円
借入実行総額 3,000,000千円

差引額 2,900,000千円
⑼　財務制限条項

当社グループの借入金のうち、コミットメントライン契約には以下の財務制限条項が付され
ております。

平成24年２月14日に締結したコミットメントライン契約（借入枠500,000千円、借入実行
額０千円）

①　各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を平成26
年３月期の75％以上に維持すること。

②　各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失と
ならないようにすること。

なお、当事業年度末において、連結の損益計算書に示される経常損益が３期連続して損失
となり、上記財務制限条項に抵触しております。

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
①　売上高 900,238千円
②　仕入高 195,889千円
③　営業取引以外の取引高 238,979千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末の株式数
（株）

普 通 株 式 1,265,035 － － 1,265,035
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５．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 64,409千円
賞与引当金 39,960
未払事業税 1,873
製品保証引当金 16,835
工事未払原価 32,498
棚卸資産評価損 2,195
役員退職慰労引当金 38,490
長期未払金 47,162
有価証券評価損 1,661
子会社株式評価損 7,662
関係会社株式評価損 5,240
関係会社出資金評価損 56,473
資産除去債務 29,370
工事損失引当金 2,168
損害賠償引当金 22,058
税務上の繰越欠損金 410,332
その他 15,525

繰延税金資産小計 793,922
評価性引当額 △651,655

繰延税金資産合計 142,266
繰延税金負債
その他投資有価証券評価差額金 △41,945
前払年金費用 △44,473
繰延税金負債合計 △86,419
繰延税金資産の純額 55,847

⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当
該差異の原因となった主要な項目別の内訳
税引前当期純損失のため、注記を省略しております。

⑶　法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）および「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日
以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、
繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.6％から平成27
年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.0％に、平成28年４
月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.2％となります。

なお、この税率変更による繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）への
影響は軽微であります。
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移

転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
⑴　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額および期末残

高相当額

取得価額相当額 減価償却累計額
相 当 額

減損損失累計額
相 当 額 期末残高相当額

機 械 及 び 装 置 676,094千円 567,620千円 －千円 108,474千円
車 両 運 搬 具 － － － －
工具、器具及び備品 － － － －

合 計 676,094 567,620 － 108,474
⑵　未経過リース料期末残高相当額

１年内 79,464千円
１年超 39,352千円
合計 118,816千円

⑶　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額
支払リース料 104,067千円
リース資産減損勘定の取崩額 －千円
減価償却費相当額 93,513千円
支払利息相当額 3,994千円

⑷　減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

⑸　利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。
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７．関連当事者との取引に関する注記
子会社

属性 会 社 等
の 名 称

資本金また
は 出 資 金 事業の内容

議 決 権 等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容
取引の内容 取 引 金 額

(千円) 科目 期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
黔東南州凱
創水資源環
保科技工程
有 限 公 司

千RMB
45,000

浄水場、汚
水 処 理 場
の設計、施
工、運転管
理

（所有）
直接99.0

役員
2名

増資の
引き受
け等

増資の引き受け 479,902 関係会社
出資金 824,026

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。
２．増資の引き受けは、黔東南州凱創水資源環保科技工程有限公司が行った増資の99％を

引き受けております。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 706円89銭
⑵　１株当たり当期純損失 97円44銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10. 連結配当規制適用会社に関する注記
該当事項はありません。

11. その他の注記
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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